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オープン＆クローズ戦略とその構築

2  年前に発行したDiscovery Vol.9「技術の日本の次
世代グローバル戦略」では、米国のシスコシステム

ズ社、インテル社、クアルコム社など“超”製造業とも呼
べる企業を分析した上で、技術経営のレバー（戦略変
数）が大きく広がりつつあることを説明した（図1）。
　また、戦略変数が増加すれば、従来のように技術開発
で先行するだけで事業に勝つことは難しくなり、どこ
をクローズにして利益の源泉を確保し、どこをオープ
ンにすればこれをグローバル市場に広めることができ
るかという、オープン＆クローズの戦略思想が今後は
ますます重要になることを申し上げた。
　オープン＆クローズの戦略思想が必須となった背景
には、1990年代からはじまる100年に一度ともいうべ
き第三の産業構造転換があった。最初の産業構造転
換は18世紀後半にイギリスでおきた産業革命であり、
100年後の19世紀末に第二の産業構造転換がドイツと
北米ではじまった。第二の産業構造転換の最大の特徴
は、科学者が発見した自然法則の組み合わせから生ま
れるイノベーションの連鎖が、電機産業や化学産業な
ど、人類が経験し得なかった巨大産業をこの世にもた
らした点にある。現在でも多くの人々が信じる基礎科
学重視のイノベーション思想が、ここからはじまった
のである。この意味で“自然法則の産業化”といっても
よい。
　本稿で取り上げる第三の産業構造転換は、製品シス

ドリームインキュベータ（DI）は、次世代の日本を担う
事業の創造と人材育成に取り組む日本発のグローバル
プロフェッショナルファームです。
コンサルティングを核としたプロフェショナル・サービス、
及び、グループ会社経営やベンチャー企業への投資を通じ
て、日本だけではなく、アジアでの新たな事業や産業の
創造・成長支援を行います。
構想作りや外部連携を推進する「ビジネスプロデュース」
を通じて、従来型のアプローチだけでは産み出すことが
できない価値を提供します。

1 グローバル市場の競争ルールの変化
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トフォンはもとより自動車の価値さえソフトウエアが
決める時代となった。インターネット/クラウドはこ
の潮流を更に加速させ、全く異なる産業同士をつない
で新たな価値を創出し続けている。ソフトウエアがイ
ノベーションを主導する時代になった、と言い換えて
もよい。
　あらゆるものがつながり易くなれば、製品やシステ
ムを構成する技術体系の全てを、自社はもとより自国
の中にさえ持つ必要はない。ここから、他社・他国に
委ねる領域（オープン）と自社・自国が担うコア領域

（クローズ）との境界設計を起点にするオープン＆ク
ローズの戦略思想が必須となり、それぞれの国が得意
とする技術領域を持ち寄る比較優位の企業間国際分業
とも言うべき、ビジネス・エコシステムが大規模に進
む。

テムの設計にソフトウエアが深く広く介在するように
なった1980年代からアメリカで始まり、1990年代か
らグロ－バル市場の隅々までその影響が及ぶように
なった。
　ソフトウエアは人工的な論理体系で構築されるプロ
グラミング言語によって開発される。この意味で第三
の産業構造転換を、“人工的な論理体系の産業化”と呼
ぶことができる。
　我々は神が作った自然法則を勝手に変えることはで
きないが、人間が作った論理体系なら自由自在に変え
ることができる。全てのものがソフトウエアを介し
て結合されるようになれば、我々はその結合インター
フェースを自由自在に事前設計することができる。
　ここから、これまで存在し得なかった価値が新たな
結合によって次々に生み出されるようになり、スマー
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【 図 1 】 　技術経営のレバーは大きく拡大している
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　自らの手で全ての技術を開発し、ものづくりを追及
すればグローバル市場で勝てる、というフルセット統
合型の経営思想が通用しなくなった背景もここにあっ
たのである。

この数年間、世界のビジネス環境が“つながる”
をキーワードに、さらに大きく変わろうとし

てきた。新聞や雑誌で取り上げられることも多い、
IoT（Internet of Things：IT機器に限らず、あらゆ
るものがインターネットを介してつながる動き）や、
Industry4.0（製造業のビジネスを支えるあらゆるも
のがインターネットを介してつながる動き）はいずれ
も、つながる仕組みの構築によって新たな価値を創出
しようとする一連のイノベーション運動と言えるし、
工業化の背後に放置された農業分野でも、新たな価値
形成を求めるイノベーションの潮流が見え隠れする。
例えば、米国のモンサント社は、もともとは除草剤や農
薬を事業の柱とし、90年代から遺伝子組み換え作物
の種を手がけるようになったが、2010年前後から情
報技術を駆使した精密農業に注力しはじめている。
　モンサント社が提唱する“統合農業システム”では、
図２のように、土壌や排水、過去の収量情報など膨大な
情報をデータベース化し、気象予測まで行った上で、イ
ンターネットを介してこれらをつなぎ、その上でさら
に、個々の農地にふさわしい最適な種子や、種をまく間
隔や深さ、肥料の種類や量に関する情報やサービスま
で提供しようとしている。製造業だけでなく、農業で

すら、全く異なるものをつなぐことによって新しい価
値を生み出そうとしているのである。
　これら一連の価値創造は、その背後でソフトウエア
が互いのつながりをコントロールしているという意
味で、第三の産業構造転換を象徴する出来事であると
いってもよい。

　全く異なるものが自由自在につながって生まれる産
業領域では、以下の２つの理由から、これまで以上に
オープン＆クローズ戦略の重要性が増していく。

【 図 2 】 　モンサント社が目指す“統合農業システム”
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精密農業工学・播種技術の
Precision Planting 社を 2012 年に買収

農薬・種売りを超えた、高精度な収量予測に基づく
各種サービスの提供
　●データ・情報の提供
　●農業保険（最低年収保障）　等

制御対象： 農地・作物

   “Estimator”
    ●気象予測
    ●病害リスク
　    推定　等

    “Determiner”
    ●最適種
    ●播種計画
    ●収穫計画 　等

    “Sensor”
    ●土壌分析計
    ● GPS　等

   “Actuator”
    ●自動運転ヘリ、
        トラクタ　等

2 オープン＆クローズの戦略思想を
必要とする産業領域の急拡大
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エコシステムを自社優位に事前設計しなければならな
い。ビジネス・エコシステムが自社優位に形成されれ
ば、自社の付加価値が詰まったコア領域を、パートナー
企業の力によってグローバル市場へ普及させることが
できる。
　つながることによって生まれる新たな産業システム
で、その構成要素をできるだけオープンにしてビジネ
ス・エコシステムを形成し、パートナーの力で全体の
パイを広げながら自社の付加価値が詰まったクローズ
領域（コア領域）を普及させる。これがオープン領域と
クローズ領域を同じ産業システムの中で共存させる戦
略思想となる。これまで日本企業が追及してきたフル
セット自前主義による勝ちパターンと全く異なること
が、ここから理解されるであろう。

オープン＆クローズ戦略の策定方法を語る前に、
その基本的な考え方を４つの視点から説明する

（図３）。

⑴自社のコア領域を守る
　自社が強みを持つ技術領域は、技術開発で常に先行
し続けなければならない。同時にコア領域を知的財産
で守って独占し、クロスライセンスを排除しなければ
ならない。これがオープン＆クローズ戦略の出発点で
ある。キャッチアップ型企業が自社のコア領域へ侵入
してくるのを防ぐことなくしてオープン＆クローズ戦
略は機能しない。

⑴上位概念の出現
　まず留意すべき点は、これまでそれ自体が全体だと
思っていたものが、他とつながることによって全体の
一部でしかなくなってしまうことである。ある製品が
ネットにつながると、その製品は単なる部分でしかな
くなる為、新たな全体を俯瞰的に捉えた上で、全体の中
の部分として、その製品を位置付けなければならない。
　たとえばトラクター・メーカーは、自らの手で土壌
や排水、過去の収穫量と気象情報を蓄積する能力を
持っていない。つながる世界になれば、他のプレイヤー
との協業が必要になるが、どこまでを自社で行いどこ
を他社に任せるか、あるいはどこをクローズにして利
益の源泉を確保し、どこをオープンにしてパートナー
に任せるか、という自社とパートナーとの境界を事前
に設計しなければならない。
　もしここで、ハードウェア性能が優れたトラクター
のビジネスに拘わり続けるのであれば、情報やサービ
スビジネスなどの上位概念を握る企業に付加価値を奪
われることになるであろう。

⑵ネットワーク外部性の広がり
　つながる世界では、つながるユーザーの数が増える
ほど、そのサービスの利便性が増す（＝ネットワークの
外部性が働く）。したがって、つながることによって生
まれる新たな産業システムで主導権を取るには、つな
ぐ仕組みのルール作り（標準化）を主導しなければなら
ない。
　標準化を主導するには、まず自社のコア領域を見定
めて守り、他の領域をパートナーに委ね、ここから互い
の協業によって産業を育成する、いわゆるビジネス・

3 オープン＆クローズ戦略の概要
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⑶コア領域からエコシステムをコントロール
　ビジネス・エコシステムを構築する前に、自社のコ
ア領域とパートナー企業との間に、強い相互依存性を
事前設計しなければならない。ここでコア領域の技
術革新を主導し続ければ、エコシステムを構成するサ
プライチェーン全体をコントロールすることはもとよ
り、パートナー企業のイノベーションの方向さえも主
導することが可能となる。これら一連の作用によって
自社領域からエコシステム全体をコントロールする

「伸びゆく手」が形成されるのである。

⑷オープン＆クローズの知的財産マネジメント
　知的財産権は、技術体系の全領域ではなく、コア領
域及びコア領域とパートナー技術をつなぐインター
フェース領域に集中させなければならない。コア領域
に集中させてこれを模倣企業によるクロスライセンス
攻勢から守る。同時に、知財をインターフェース領域
に集中させながらこれを公開すれば、自社のコア領域
からパートナー側に対して強い影響力を持たせること
が可能となる。

それでは、オープン＆クローズ戦略を実ビジネス
のなかでどのように策定するのか。次の３つの

ステップに沿って説明していきたい（図４）。

⑴全体像の把握
　どこをクローズにして、どこをオープンにするかを

⑵自社優位にビジネス・エコシステムを構築
　オープン＆クローズ戦略を成功させる第二のポイン
トは、自社のコア領域の周りに多くのパートナー企業
を引き寄せる点にある。それにはパートナーとなる企
業にビジネスチャンスを与えなければならない。
　これまでの成功事例からいえば、パートナーが異な
る産業領域の企業であったり、あるいは技術蓄積の少
ない企業であれば、ビジネス・エコシステムを自社優
位に構築しやすい。特に新興国企業をパートナーにす
る場合は、技術体系をターンキー・ソリューション型
へ組み替えて提供し、新興国の産業高度化に貢献する
という戦略が非常に効果的である。

4 オープン＆クローズ戦略の
策定ステップ

【 図 3 】 　オープン & クローズ戦略の概要
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決めるには、最初につながりが生み出す全体像を俯瞰
的に把握しなければならない。前述したように、つな
がる世界では必ず上位の概念が出現する。したがって
完成品という単体の視点ではなく、つながりによって
生まれる上位概念、例えば顧客への価値提供や新たな
サービスの提供、つながりによって変わる新たな競争
ルールへの対応、などという視点を含めながら、ビジネ
スの全体構造を俯瞰的に捉えなければならない。
　オープン＆クローズ戦略の成功例と言われた米イン
テル社は、CPUメーカーでありながらパソコン全体
のイノベーションを常に主導し、パソコン産業全体の
サプライチェーンに強力な影響力を及ぼす仕組みを
作った。サプライチェーンの多くの付加価値がインテ

ルへ集中する背景がここにあったのである。
　しかしながら、インテルが俯瞰したのはハードウェ
アとしてのパソコン単体が中心だったのであり、ネッ
トワークとつながることによる価値形成に焦点を当て
たものではなかった。
　2010年代の現在になっても、インテルはマイクロプ
ロセッサーの性能とコストがビジネスモデルの中核に
なる、という意識から脱皮できていないように思われ
る。クアルコム社に逆転を許した背景は、ネットワー
クとつながることで生まれる新たな全体像の定義を
誤ったことなのではないか。
　特定技術のイノベーションやものづくりで戦ってき
たメーカーにとって、新たなつながりによって生まれ

【 図 4】 　オープン & クローズ戦略の策定ステップ

（グローバルでの）市場と競合の
現状と今後の変化を想定する
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　●自社のコア技術との相互依
　　存性も持たせておく

インターフェース技術を公開
し、他社を巻き込む為の契約（ラ
イセンス等）を設計する

　●誰に、どこまで技術を開示
　　するか
　●技術の改版権は与えずに、
　　どのようにビジネスチャン
　　スを与えるかを検討

製品╱システム設計開発

　●ブラックボックス設計

パートナリング交渉╱契約

　●必要に応じ、M&A 実施

マーケティング
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　●デファクト╱デジュール

政策連携

「オープン＆クローズ戦略」 策定ステップ 打ち手の展開

…
…
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る競争ルールと価値がどこにシフトするのかを見定め
るのは簡単ではないと思われるが、様々な業界の事例
を分析し、自社の置かれた環境を客観的に評価するこ
とで、全体像の把握が可能になると考えている。

⑵企業と市場の境界の事前設計
　全体構造を把握できたのなら、次にやるべきことは、
自社のコア領域をどのように設定し、オープン領域をど
こに設定するかの判断である。その判断は、単にコア領
域を守れるか否かの視点だけでなく、コア領域とパート
ナー企業をつなぐ仕組み作りを、自社優位に主導できる
か否かの視点に立って行わなければならない。
　すなわちコア領域からオープンな領域のパートナー
へ、ビジネス・エコシステムを介して強い影響力を持
たせる「伸びゆく手」を最も効果的に形できるように、
コア領域（クローズ）とオープン領域の境界を決めなけ
ればならない。

⑶伸びゆく手の形成
　伸びゆく手の形成は、以下のプロセスで行うことが
望ましい。まず自社のコア領域とパートナー技術とを
つなぐインターフェース領域に知的財産権を散りばめ
る。次に、この領域の知的財産権は保持したままで技
術を公開し、ビジネスチャンスを与えることによって
パートナーを引き寄せる。ただし、エコシステムに強
い影響力を持たせ続けるには、例え知財をパートナー
に公開しても技術の改版権を与えてはならない。これ
もキャッチアップ型の模倣企業から自社ビジネスを守
るための必須事項であることを、再度ここで繰り返し
たい。

シュンペーターは、経済活動の中で生産手段や資
源などが従来とは異なる形で新結合することを

イノベーションと定義したが、先に説明した“つなが
る”世界はまさに、全てのものがネットワークと新結合
する一連のイノベーション運動ととらえることができ
る。多くのものがソフトウエアを介して結合する21
世紀は、100年前のシュンペーターが見た世界より遥
かに容易に結合ルールを事前設計することができる経
営環境となった。
　米ゼネラル・エレクトリック社のジェフ・イメルト
CEOが、2014年2月に発行されたアニュアルレポート
で、“We believe that every  industrial company will 
become a software company”（我々は、すべての事業
会社がソフトウエアの企業になると信じている）と高
らかに宣言したが、イメルトは、論理体系の産業化がも
たらす第三の産業構造転換を俯瞰的に把握し、ここか
ら21世紀の製造業が向かうべき方向性を示したので
はないか。
　“つながり”によって、これまでのものづくりが全体
の一部になってしまうのであれば、純粋にものづくり
を究めてきたメーカーであっても、つながりによって
生まれる上位概念を、少なくとも理解はしなければな
らない。そして、“つながる”ことで生まれる新たな価
値を取り込むためには、オープン＆クローズの戦略思
想を実ビジネスの中に取り込まなければならない。
　大規模なつながりが次々におきるのであれば、これ
までそれ自身が全体だったはずのロボットであって

5 ものづくりから“つながる”仕組み
づくりへ
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も、単なる端末に過ぎなくなる。もともと製造業では
なかったはずのグーグルやソフトバンクがロボット産
業に参入するにあたり、多くのベンチャー企業を買収
する動きが活発になっているが、これは上位概念を俯
瞰している企業（グーグル等）が、競争上の鍵となる部
分（ハードウェア技術とその組み込みソフトウエア）を
手に入れようとする一連の動きと位置付けられる。
　一方、これまでロボット産業を支えたものづくり製
造業には、ネットワークを介した“つながり”を主導す
る動きがまだ少ない。日本が得意だったロボット単体
が単なる端末に位置付けられてしまうのではないか。
このまま放置すれば、日本企業は、例えロボット産業で
あっても、つながることで生まれる新たな価値創造で
主導権をとれず、多くの付加価値が上位概念ビジネス
へシフトしてしまうであろう。
　これまでとは異なる、しかも必ずしも自社が得意で
ないレンズを通して競争環境を見極め、ここから戦略
を再構築しなければならなくなったという意味で、日
系メーカーには、ものづくり中心の製造業から“つなが
る”仕組みづくりへの転換が求められているのである。

自由競争と独占を共存させる仕組みがなければイ
ノベーションのペースが加速しない。自由競争

（オープン）と差別化・競争力の源泉（クローズ）をグ
ローバルなビジネス・エコシステムとして共存させる
メカニズムを、日本主導で構築できなければ、例え成長
戦略で取り上げられた製品産業であっても、これが日

本企業の競争力や日本の雇用と経済に貢献するのは限
定的となる。
　安倍内閣の成長戦略（日本再興戦略改訂版）として今
年の６月にとり挙げられた健康・医療、農業、ロボット
などの分野は、いずれも部分としての姿が強調されて
いる。
　これらの製品産業が今後も、いわゆる従来型のもの
づくりに終始するのであれば、つながることによって
生まれる大きな全体の中で、単なる部分として放置さ
れてしまい、新しく生まれる価値を日本以外の企業が
握ることになる。
　また、21世紀を象徴する“つながる”世界では、成長
戦略の成果を日本企業の競争力や雇用と経済成長へ貢
献させるためにも、グローバル市場の巨大需要を日本
国内に取り込むメカニズムを事前設計しなければなら
ない。オープン＆クローズの戦略思想がなければグ
ローバルなビジネス・エコシステム構築に向けた具体
的な政策立案が困難になり、これまでと同じガラパゴ
ス化へ向かう。
　オープン＆クローズ戦略は、技術開発や製品開発は
もとより、上位概念も含めたグローバル市場の全体構
造を俯瞰し、競争ルールの変化も予見した上で構築し
なければならない。さらに、グローバル市場の競争ルー
ルを自国/自社優位に事前設計するには、ビジネス・
エコシステム型の産業構造を日本が主導して創り出さ
なければならないのである。
　これを主導するのが軍師型人材だが、そのような訓
練を受けてきた人材が日本企業には限られているのが
現状である。そのような人材が出てくることを待って
いる時間的猶予が限られていることも考えると、まず

6 日本と日本企業が採るべき方向性
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は自社の具体的な案件に対して、組織横断型のタスク
フォースを作り、複数の人々が協業しながら、軍師の機
能をチームとして果たしていく方向が現実的と思われ
る。短期的には、タスクフォースによって、オープン＆
クローズ戦略の構築と実行が可能になる上に、中長期
的には、一連の経験（特に成功体験）を通じて軍師型人
材が育ってくるはずである。
　ドリームインキュベータとしても、そのような取組
みにチャレンジされる日本企業を応援させていただき
たいと思っている。
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